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庶務および文書に関する規程 

 

第１章 庶 務 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人ＮＰＯ高知市民会議（以下、「市民会議」という。）

の事務局職員（以下、「職員」という。）が事務を適正に行うため、この規程の定めるとこ

ろにより処理をする必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（決裁者および決裁区分） 

第２条 事務は、事務局長および専務理事を経て、理事長の決裁を受けるものとする。ただ

し、事務の軽易なものについては、事務局長に専決させることができる。 

２ 決裁者および決裁区分については、別表１のとおりとする。 

 

（事務局長不在時の対応） 

第３条 事務局長が不在のとき、急を要する事務があるときは、事務局長があらかじめ指名

した職員が代決し、事務局長出勤の際、報告するものとする。 

 

第２章 文 書 

（所定用紙） 

第４条 起案は、原則として、所定の起案紙を用いて行うものとする。 

 

（事案作成方法） 

第５条 起案は、一事案毎に作成し、件名を付さなければならない。ただし、同一性の関連

事案については件名を併記する等して、一括立案することができる。 

 

（文書の保存期間） 

第６条 文書の保存期間は、次の各号のとおりとする。ただし、理事長が保存期間経過後な

お保存の必要があると認めたものについては、期限に関わらず、引き続き保存するものと

する。 

（１）永久保存 

① 定款、規程および基準の原本 

② 役員の進退書類 

③ 理事会の議事録 

④ 資産台帳 

（２）１０年保存 
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① 職員の進退書類 

② 予算および決算書類 

③ 元帳および現金出納簿ならびに証憑書類 

④ 会計監査報告書 

⑤ 重要な統計書類 

（３）２年保存 

① 前項に属さない書類（ただし、軽易なものについては、１年保存とすることができ

る） 

 

（公印の名称等） 

第７条 公印の名称、使用区分および保管責任者については、別表２のとおりとする。 

 

（公印の管理） 

第８条 公印は、盗難および不正使用のないよう保管を厳重にするとともに、常にその印影

は鮮明にしておかなければばらない。 

２ 保管責任者は、公印を新調および改廃しようとするときは、理事長の決裁を得なければ

ならない。 

 

（公印の使用） 

第９条 公印を使用する場合は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

（１）公印を使用する者は、押印を必要とする文書とともに保管責任者に提示すること。 

（２）公印は、保管責任者の指定する場所以外に持ち出してはならない。 

 

（印影の印刷） 

第１０条 同一文書につき、大量に公印の押印を必要とするときは、保管責任者の承認を得

て、公印の押印に代えて印影を印刷することができる。 

 

（事故報告） 

第１１条 保管責任者は、公印の盗難および紛失等の事故があったときは、速やかに理事長

に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（諸規程の制定等の手続き） 

第１２条 この規程その他市民会議の定める規程の制定および改廃の手続きは、法令、定款、

その他別段の定めがあるもののほか、理事会の議決または承認を経て、これを行わなけれ

ばならない。 
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（委任） 

第１３条 この規程に定めるもののほか、必要な事項については、理事長が別に定める。 

 

（改廃） 

第１４条 この規程の改廃は、理事会の決議によるものとする。 

 

[附 則] 

１．この規程は、平成１１年６月４日から施行し、平成１１年４月１日に遡って適用する。 

２．令和５年３月１６日に理事会にて、（以下、条ずれ）第２条第２項（別表１）を挿入、

第７条（別表２）追記、第９条第１項の文言修正、第１４条の文言追記を改訂し、同日

より適用する。 
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（別表１） 決裁者および決裁区分表 

１．一般に関する事項 

区 

分 

決 裁 事 項 決 裁 区 分 備 考 

  理事長 副理事長 専務理事 事務局長  

1 会則の制定 

または改廃 

○    総会議決事項 

2 諸規定の制定 

または改廃 

○    理事会議決事項 

3 役員会の招集 ○     

4 総会の招集  

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会則第 21 条第 2 項

第 3 号および 

第 22 条第 3 項後段

の場合を除く 

5 負担金、補助金および 

交付金等の協議および 

申請 

   ○ 
予算で承認されてい

るものに限る 

6 負担金、補助金および 

交付金等の交付請求 
   ○ 

予算で承認されてい

るものに限る 

7 受託事業の協議、 

契約および請求 ○   

定例的ま

たは軽易

なもの 

 

8 地方公共団体またはその

他の団体もしくは個人に

対して発送する照会通

知、依頼、催促、督促また

は回答等 

特に重要

なもの 

 重要なも

の 

定例的ま

たは軽易

なもの 

 

9 他団体との 

共催事業の承認 
○    

理事会での周知 

10 名義後援等の承認 ○    理事会での周知 

11 協賛の承認 ○     

12 協議会等への加盟 ○     

13 所有する物品等の 

使用許可 
   ○ 

 

14 新入会員の承認 ○    理事会議決事項 
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15 その他軽易または 

定例的なものの事務処理 
   ○ 

 

 

２．人事に関する事項 

区 

分 

決 裁 事 項 決 裁 区 分 備 考 

  理事長 副理事長 専務理事 事務局長  

1 出

張

の

命

令 

国 

内 

出 

張 

の 

命 

令 

副理事長 ○     

専務理事  ○    

事務局長   ○   

その他 

職員 

   ○  

会員他   ○   

海

外

出

張

の

命

令 

  

○ 

    

2 休暇の承認 事務局長   ○   

その他 

職員 

   ○  

3 職員の事務分担の決定    ○  

4 職員の時間外勤務の 

命令 

   ○  

5 職員の休日勤務の命令    ○  

6 職員の採用     理事会議決事項 

7 臨時職員・アルバイト 

等採用 

   ○  
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３．資産に関する事項 

区 

分 

決 裁 事 項 決 裁 区 分 備 考 

  理事長 副理事長 専務理事 事務局長  

1 寄付の受入 負担付 ○     

負担無し 
30 万円 

以上 

 
 

30 万円 

未満 

 

2 物品貸付の決定および

契約 

30 万円 

以上 

 
 

30 万円 

未満 

 

 

４．借入金に関する事項 

区 

分 

決 裁 事 項 決 裁 区 分 備 考 

  理事長 副理事長 専務理事 事務局長  

1 借入金額の決定および

契約 

○    予算で承認されて

いるものに限る 

 

５．収入に関する事項 

区 

分 

決 裁 事 項 決 裁 区 分 備 考 

  理事長 副理事長 専務理事 事務局長  

1 収入金の収納    ○  

2 過誤納金の整理    ○  

3 収入金の更生    ○  
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６．支出予算の執行に関する事項 

区 

分 

決 裁 事 項 決 裁 区 分 備 考 

  理事長 副理事長 専務理事 事務局長  

1 人件費 給与手当

の支給 

   
○ 

 

賃金手当

の支給 

   
○ 

 

福利厚生

費の支出 

   
○ 

 

2 物件費 旅費 

交通費 

   ○  

水道 

光熱費 

   ○  

通信 

運搬費 

   ○  

交際費の

支出 

○     

過誤納金

の支出 

   
○ 

 

その他 

物件費の

支出 

300 万円

以上 

300 万円

未満 

200 万円

未満 

100 万円

未満 

 

委託料の

支出 

300 万円

以上 

300 万円

未満 

200 万円

未満 

100 万円

未満 

 

新規事業 
30 万円 

以上 

  30 万円

未満 

 

負担金 

または 

補助金の

支出 

  重要な 

もの 

定例的 

または 

軽易な 

もの 
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補填・ 

賠償金の

支出 

○   
 

 

3 借入金 

元金・ 

利子返済 

借入金元

金および

利子の 

返済支出 

   

○ 

 

4 特定預金支出    ○  

5 繰入金支出    ○  

6 寄付金 寄付金の

支出 

○     

7 支出金の戻入    ○  

8 支出金の更生    ○  

9 予備費の充用    ○  

10 中科目の流用    ○  

11 小科目の流用    ○  

12 小科目の新設    ○  

 

[備 考] 

１．決裁区分中の「○」は、金額に関係なく決裁できることを示す。 

２．決裁事項中特に表示のないものについては、予算の執行の決定（次項において、「契約」

という。）支出の原因となる契約者の行為（次項において、「契約」という。）。 

３．決定と契約が区分されているものの支払いは、契約の決裁区分によるものとする。 

４．１件とは、１契約とする。１件となるべき事案を分割して処理し、決裁者を変更しては

ならない。 

５．「重要なもの」とは、裁量の余地があり、比較的異例に属するものをいう。 

６．「定例的なもの」とは、既に先例となっているものをいう。 

７．「軽易なもの」とは、ほとんど自由裁量の余地のない簡単なものをいう。 
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（別表２） 公印の名称、使用区分、保管責任者 

名   称 印   影 使 用 区 分 保管責任者 

特定非営利活動法人 

ＮＰＯ高知市民会議 

理事長印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 契約文書等 

 登記理事長印をもって 

 する文書 

 

 

 

 事務局長 

 

 

 

 

 

 特定非営利活動法人 

ＮＰＯ高知市民会議 

理事長印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理事長名をもってする 

 一般文書 

 

 

 

 

 事務局長 

 

 

 

 

 

 特定非営利活動法人 

ＮＰＯ高知市民会議 

事務 局長印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事務局長をもってする 

 文書 

 

 

 

 

 事務局長 

 

 

 

 

 

 特定非営利活動法人 

ＮＰＯ高知市民会議印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民会議銀行印 

 市民会議名をもって 

する文書 

 

 

 

 事務局長 

 

 

 

 

 

 


